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研究成果の概要（和文）：本研究では、加速度計法および質問紙法についての標準プロトコルの作成を試みた。
代表的な設定条件として、装着時間、装着時間の閾値、外れ値、代表値の算出、バウトの5条件が挙げられる。
また、そのプロトコルに基づき、2,000人のランダムサンプリング集団を対象に質問紙間の比較可能性を検討す
るとともに、200人のランダムサンプリング集団を対象に加速度計法と質問紙法の比較可能性を検討した。これ
らの研究成果は、「身体活動研究プラットフォーム」というwebサイトを立ち上げ、公開している。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to develop the standard protocol for physical 
activity measurement using accelerometers and questionnaires. Main requirements are about setting 
wearing time, the threshold of wearing time, handling of outliers, calculation of average values, 
and bout consideration. Based on the developed protocol, we implemented a web-based physical 
activity survey for randomly sampled 2,000 adults to examine the comparability of physical activity 
questionnaires. Also, we performed a web- and mail-based survey for randomly sampled 200 adults to 
investigate the comparability of an accelerometer and questionnaires. These findings are disclosed 
and available through our Web page named Japan Physical Activity Research Platform.

研究分野： 運動疫学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
身体活動量調査の標準プロトコルの作成は、わが国の運動疫学研究のレベルを高め、長い目で見れば、質の高い
エビデンスがわが国からより多く発信されるようになる。ランダムサンプリング集団を対象とした代表性の高い
研究成果は、身体活動量調査の評価基準としての利用や比較可能性の確認に使われる。また、情報発信用のweb 
サイトを立ち上げたことによって、初学者にとっても必要事項が理解できるようになる。このような情報発信に
より、わが国の運動疫学研究のレベルが高まり、ひいては国民に健康利益がもたらされ、研究費が国民に還元さ
れる方向に寄与する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
身体不活動は世界で第 4 位の死亡リスクであり（Kohl et al., 2012）、日本においても第 3 位

の死亡リスクである（Ikeda et al., 2011）。そのため、身体活動量を調査し、身体不活動を是正
することは、公衆衛生学的に非常に重要である。身体不活動とは種々の身体活動指針で推奨され
ているような身体活動量を満たしていないことと定義される（Sedentary Behaviour Research 
Network, 2012）。推奨される身体活動量とは、米国心臓協会と米国スポーツ医学会による指針
（Haskell et al., 2007）に基づけば、週 150 分以上の中強度（3 メッツ）以上の身体活動時間
（moderate-to-vigorous physical activity: MVPA）を指す。身体活動量調査の手法としては、多
くの場合、質問紙法が用いられ、その妥当基準として加速度計法が用いられる。ここでいくつか
の問題点が生じる。ひとつは様々な身体活動質問紙が開発されており、それぞれの比較可能性が
十分に検討されていない点である。また、妥当基準として用いられる加速度計にも複数の機種が
あり、機種間差が生じる。さらに、加速度計を用いて身体活動量を評価する際には、装着時間や
有効日数などの設定条件が異なると、得られるデータも異なることとなる（Mâsse et al., 2005）。 
このような背景から、研究代表者らは 2012～2014 年に、日本体力医学会プロジェクト研究

「質問紙で評価した身体活動ガイドライン達成者の活動レベルを加速度計で評価する」に取り
組んだ。この研究班では、国際的に使用されている身体活動質問紙である Global Physical 
Activity Questionnaire（GPAQ）の日本語版を作成し、加速度計を用いて身体活動量を評価す
る上での条件設定の統一を図った。また、国際的に使用されている加速度計である ActiGraph 
で用いられるデータ処理方法との整合性を図りながら、わが国でよく用いられている Active 
style Pro（オムロンヘルスケア社）の解析マクロを作成した。また、2014～2016 年には、厚生
労働科学研究委託費、日本医療研究開発機構委託研究開発費の助成を受けて「身体活動の標準的
な評価法の開発に関する研究」に取り組んだ。この研究班では、エネルギー消費量を評価する妥
当性の高い手法であるチャンバー法や二重標識水法を妥当基準として用い、種々の加速度計や
ウェアラブルデバイスの妥当性および比較可能性を検討した（Murakami et al., 2016）。また、
わが国を代表するコホート研究で用いられている質問紙調査の中から身体活動量評価に関する
項目を抽出し、それらの妥当性および比較可能性を検討した。 
これまでの研究代表者らの共同研究から、加速度計および質問紙を用いた活動量評価につい

て、評価方法の標準化、妥当性および比較可能性の検討が進んできた。しかしながら、まだ研究
成果の公開、共有化には至っていない。わが国の運動疫学研究のレベルを高める上で、国際的に
用いられている評価手法と整合性のとれた標準プロトコルを作成し、広く利用可能な状態で公
開することが重要である。また、そのプロトコルに基づき、日本国民を代表するランダムサンプ
リング集団を対象に調査し、手法間の比較可能性を明らかにする必要がある。 
 
２．研究の目的 
1）身体活動量評価のための標準プロトコルの作成 
国際的によく使用されている加速度計である ActiGraph は、独自指標 count を任意のエポッ

ク長にまとめてデータを出力する。出力されたデータを処理するアルゴリズムは、複数の研究者
らによって発表されており、種々の身体活動指標（MVPA、メッツ、座位時間など）が算出され
る（Tudor-Locke et al., 2012）。一方、わが国でよく用いられている Active style Pro では、10 
秒ごとの平均合成加速度からメッツが推定され、身体活動を歩行活動と非歩行活動（生活活動）
に分類できる点が特徴である（Oshima et al., 2010）。研究代表者らは、ActiGraph との整合性
を図りながら、Active style Pro のデータを解析する解析マクロを開発してきた。このマクロの
開発によって、国際的に用いられている評価手法と整合性のとれたデータ解析が可能となった。
本研究では、このマクロが様々な研究目的に応えられるように、種々の解析オプションを加えた
形に改訂する。また、マニュアルを整備し、研究期間内での公開を目指す。種々の質問紙につい
ても、長所・短所をまとめ、データの入力方法や解析方法を明示した標準プロトコルを作成する。 

 
2）ランダムサンプリング集団を対象とした調査研究 
これまでの研究代表者らの共同研究において、数十人という限られた集団ではあるが、各手法

間の互換性を確立するための検討を進めてきた。本研究では、作成した標準プロトコルに基づき、
ランダムサンプリング集団を対象に、異なる質問紙間の比較可能性を検討する。また、その一部
の集団を対象に加速度計を用いた調査もおこない、加速度計の機種間差の検討、加速度計と質問
紙の比較可能性の検討を進める。これまでに、研究分担者らはランダムサンプリング集団を対象
とした疫学研究を実施しており、そのノウハウを活かしながら、本研究で標準プロトコルに基づ
く調査研究をおこなうことで、より代表性の高い研究結果を示すことができる。 

 
3）web サイトの立ち上げ 
本研究の知見を公開し、関連研究者が解析マクロを含めた標準プロトコルを自由に使用でき

るように、情報発信用の web サイトを立ち上げる。サイト上では、用語の定義や調査を実施す
る上での注意点、データを解析する上での注意点などについても解説を加えることで、初学者に
とっても必要事項が理解できるようにする。このような情報発信により、わが国の運動疫学研究
のレベルを高め、長い目で見れば、質の高いエビデンスがわが国からより多く発信されるように
なり、ひいては国民に健康利益がもたらされ、研究費が国民に還元される方向に寄与する。 



３．研究の方法 
1）身体活動量評価のための標準プロトコルの作成 
標準プロトコルは加速度計法、質問紙法ともに必要であるが、特に加速度計を用いた身体活動

量評価では、種々の設定条件に留意する必要がある。Mâsse et al.（2005）が指摘する設定条件
は装着時間、装着時間の閾値、外れ値、代表値の算出、バウトの 5 条件である。 
（1）装着時間：加速度計の装着時間が短ければ、1 日の活動量を反映する数値が得られたこと
にならない。そのため、装着時間を評価し、一定の基準を設けて、判断する必要がある。ここで、
装着時間をどのように評価するかが問題となる。装着記録をつけてもらうことが一つの方法と
なるが、必ずしも正確な記録が得られるとは限らず、記録者や分析時の負担もある。そのため、
加速度計のデータを分析し、装着時間を推定することが有効な手段となる。この装着時間算出ア
ルゴリズムについて、合意形成を図る。 
（2）装着時間の閾値：前述のとおり、1 日の活動量を反映する数値が得られたかどうかの判断
基準となる装着時間の閾値を決定する。これは、24 時間加速度計を装着し続けるように指示し
たのか、あるいは睡眠時間を除く時間帯に加速度計の装着を指示したのかによっても異なる。こ
の装着時間の閾値について、合意形成を図る。 
（3）外れ値：極端な数値が得られた場合の取り扱い方法について、合意形成を図る。 
（4）代表値の算出：国内外の研究と比較可能性が保てるような代表値を算出できるように合意
形成を図る。MVPA 時間を示すこともあれば、MVPA 週 150 分以上の割合を示すこともある。
装着時間あたりの数値に補正する必要があるかどうか、何日分のデータがあれば代表値を算出
できるのか、という点も合意形成が必要である。何日間の装着を指示したか、平日と休日、ある
いは勤務日と非勤務日といった違いを考慮する必要もある。 
（5）バウト：質問紙法で身体活動量を評価する際、多くの質問紙は「10 分以上継続しておこな
う」身体活動の種類と時間、強度などを問う。この質問紙法での評価と整合性を保つためには、
加速度計のデータから、10 分以上継続しておこなわれている活動を抽出する必要がある。この
ような条件設定を「バウト」と呼ぶ。このバウトの長さをどのように規定するのか、10 分バウ
トとした場合にどのように算出するのか、10 分中 1 分でも 3 メッツ以上とならなかった場合は
MVPA と見なさないのか、あるいは例外規定を設けるのか、例外規定を設けるとしたら、それ
をどのように定義するかなどといった条件の合意形成を図る。 
以上の 5 条件を中心に、その後に報告された論文の知見も踏まえ、加速度計の設定について

注意すべき点と具体的な方法について整理する。 
 
2）ランダムサンプリング集団を対象とした調査研究 
本調査研究の目的は、ランダムサンプリング集団を対象に、異なる質問紙間の比較可能性を検

討することである。また、その一部の集団を対象に加速度計を用いた調査もおこない、加速度計
の機種間差の検討、加速度計と質問紙の比較可能性の検討を進める。 
（1）対象者：本調査研究は、全国で約 120 万人のパネルを有し、パネルネットワークを含める
と 500 万人以上のパネルに依頼が可能となる、株式会社マクロミルに web 調査を依頼する。対
象者は、事前に把握されている性、年代、居住地域（北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、
四国、九州）の情報に基づき、わが国の人口構成比を勘案してサンプリングされる。対象者集団
として、以下の 2 グループを設定する。 
①Web 調査のみに回答する 2,000 人 
②Web 調査に加えて、活動量計を 1 週間装着する 200 人 
対象者は①と②、それぞれの目的で募集される。パネル登録者には E-mail 等で募集内容が通

知される。Web 上の専用ページで、研究内容を理解し、同意した者のみが、調査用ページにアク
セスできる。②の対象者には、郵送にて活動量計が送られ、1 週間装着した後に返送する。 
（2）調査方法 
①Web 調査：Web 調査としておこなう身体活動質問票の内容は、JPHC（Japan Public Health 
Center-based Prospective Study）で用いられている short version と long version、JACC
（Japan Collaborative Cohort Study）の質問紙、「標準的な健診・保健指導プログラム（確定
版）」の標準的な質問票の身体活動に関する質問、国民健康・栄養調査における運動習慣調査、
NIPPON DATA 2010 の質問紙、IPAQ（International Physical Activity Questionnaire）の 
short version、GPAQ（Global Physical Activity Questionnaire）であり、マクロミルが作成す
るアンケート画面上では 42 項目の質問調査となる。身長および体重についても調査する。研究
参加に同意した対象者は、web 上で回答する。 
②活動量計を用いた調査：活動量計は Active style Pro HJA-750C（オムロンヘルスケア）を用
いる。本体質量は約 23 g（電池含む）、外形寸法は幅 40×高さ 52×奥行き 12 mm であり、落下
防止のためのストラップとストラップ用クリップが付随する。腰部装着型のため、ワンピースを
着用する場合のように、装着位置に困る場合に備えて、腰部に巻くことのできるゴムベルトを配
布する。対象者に送付する前に、電池を挿入し、画面表示を消すことで、歩数等が表示されるこ
とにより身体活動量を高めるようとするバイアスを排除する。電池挿入時からデータが記録さ
れるため、対象者自身が記録をとったり、ボタンを押したりする必要はない。調査期間は 1 週間
とし、朝起きてから夜寝るまで装着する。なお、入浴時や水中での運動時は外し、コンタクトス
ポーツなどをおこなう際も安全性の面から外すように指示する。 



（3）評価項目：主要評価項目は MVPA である。活動量計は各強度別に、歩行活動と生活活動に
分けて活動時間を集計することができる。探索的な分析においては、1.5 メッツ未満の身体活動
時間や 6 メッツ以上の身体活動時間なども評価項目になり得る。 
（4）統計解析：評価項目ごとに、スピアマンの順位相関係数を算出する。 
 
3）web サイトの立ち上げ 
本研究によって得られた知見を公開し、研究成果を広く周知するため、情報発信用の web サ

イトを立ち上げる。活動量計、質問紙、用語解説、リンク集、Q&A、関連論文で構成される。 
 
４．研究成果 
1）身体活動量評価のための標準プロトコルの作成 
現在、国内外で使用されている活動量計は多岐にわたる（笹井ら, 2015）。Mâsse et al.（2005）

およびその後の様々な研究成果に基づき、活動量計を用いて身体活動量を評価する際は、機種の
選定、装着位置、データ収集時の設定、装着依頼日数、装着/非装着の判定、1 日あたりの最低装
着時間、最低装着日数、休日・祝日の考慮の有無、データの変換、バウトの考慮などについて、
事前に検討・決定する必要があると考え、具体的な判断基準とその根拠について整理した。主な
内容は以下のとおりである。 
（1）装着時間：装着・非装着の判定は、Troiano（2008）の方法と Choi（2011）の方法が一般
的であるが、子どもの場合など、短めの時間設定とすることもある（Migueles, 2017）。 
（2）装着時間の閾値：一般には 10 時間／日程度であるが、対象特性や目的、睡眠時間の装着を
求めるかなどで異なる基準となる。 
（3）外れ値：異常値の判断に関しては、客観的なアルゴリズムが便利であるが、十分な根拠に
基づく判断基準は得られていない。 
（4）代表値：一般に、成人では 3～5 日間、子供では 4～9 日の装着が望ましいとされているが、
1 週間単位で生活が繰り返されることが多いため、週末を含む 1 週間かそれ以上の装着を求める
プロトコルが勧められている（Trost, 2005）。分析に用いる epoch length も結果に影響を与え
るため、対象者や目的によって決定する必要がある。 
（5）バウト：MVPA と座位行動では、例外の条件が異なるなど、配慮が必要である。なお、最
近のガイドラインでは MVPA のバウトが考慮されていない。 
これらについて、日本語での解説ページを作成した（公開準備中）。同様の趣旨の国際的な取

り組みについては、海外でも報告されている（Freedson et al., 2012）。日本国内で使用されてい
る活動量計のうち、オムロンヘルスケア社の Active style Pro について、海外で主に使用されて
いる ActiGraph と同じような指標が算出できるように、マクロを作成した。 
質問紙についても同様に、現在、国内外で使用されている身体活動量評価のための質問紙は多

岐にわたる（中田ら, 2017）。これらの質問紙のうち、GPAQ 日本語版は本研究グループによっ
て作成され、その Analysis Guide の日本語版を作成した。また、入力および結果算出のための
スコアシート、その利用方法に関するマニュアルを作成した。 
 
2）ランダムサンプリング集団を対象とした調査研究 
（1）対象者 
①Web 調査のみの対象者は 2,109 人であり、有効回答数は 1,879 人（89.1%）であった。 
②Web 調査に加えて、活動量計を 1 週間装着する調査の対象者は 238 人であり、有効回答数は
203 人（85.2%）であった。 
（2）質問紙間の比較可能性：①の対象者 1,879 人を対象に、質問紙間の比較可能性を検討した。
Web 調査で用いた 8 つの質問紙のうち、MVPA が算出可能な 5 種（JPHC long version、国民
健康・栄養調査における運動習慣調査、NIPPON DATA 2010 の質問紙、IPAQ、GPAQ）の関
連をスピアマンの順位相関係数により検討した。その結果、JPHC long version による MVPA
は、他の 4 つの質問紙による MVPA と rho=0.36～0.44 の関連があり、同様に、国民健康・栄養
調査における運動習慣調査は rho=0.19～0.63、NIPPON DATA 2010 の質問紙は rho=0.15～
0.36、IPAQ は rho=0.27～0.63、GPAQ は rho=0.26～0.63 と、他の質問紙と弱い～中程度の関
連が見られた（表）。 

表 身体活動質問票による MVPA の順位相関マトリックス 

  JPHC 国調 ND IPAQ GPAQ 

JPHC long（JPHC） - 0.40 0.36 0.37 0.44 

国民健康・栄養調査（国調） 0.40 - 0.19 0.35 0.40 

NIPPON DATA（ND） 0.36 0.19 - 0.27 0.26 

IPAQ 0.37 0.35 0.27 - 0.63 

GPAQ 0.44 0.40 0.26 0.63 - 

 



（3）活動量計と質問紙の比較可能性：②の対象者 203 人を対象に、活動量計と質問紙の比較可
能性を検討した。質問紙同士の比較で用いた 5 種の質問紙と、活動量計による MVPA および 10
分バウトを考慮した MVPA の関連を、スピアマンの順位相関係数により検討した。その結果、
JPHC long version はバウト考慮なしの MVPA およびバウト考慮ありの MVPA と、rho=0.26
および 0.24 の関連を示し、同様に、国民健康・栄養調査における運動習慣調査は rho=0.10 およ
び 0.21、NIPPON DATA 2010 の質問紙は rho=0.20 および 0.09、IPAQ は rho=0.31 および
0.28、GPAQ は rho=0.39 および 0.39 の弱い関連が見られた。 
 
3）web サイトの立ち上げ 
研究成果を広く周知するための情報発信用の web サイトとして、「身体活動研究プラットフォ

ーム（Japan Physical Activity Research Platform：JPARP）」を立ち上げた。ホーム、活動量
計、質問紙、用語解説、リンク集、Q&A、関連論文で構成され、オムロンヘルスケア社の Active 
style Pro 用の解析マクロのマクロとマニュアルのダウンロード、GPAQ 日本語版、Analysis 
Guide の日本語版、入力および結果算出のためのスコアシート、その利用方法に関するマニュア
ルのダウンロードも本サイト（http://paplatform.umin.jp/）から可能である。 
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